
IT関連施策等事例について

2019年12月

北海道経済産業局

製造・情報産業課

一般社団法人北海道IT推進協会『行政機関との情報交換会』資料（2019年12月11日）



1.DX（デジタルトランスフォーメーション）

 DXレポート
～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～

 DX推進指標

 コネクテッド・インダストリーズ税制
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コネクテッド・インダストリーズ税制
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2.北海道経済産業局の取組事例

 地域産業の生産性革命の推進

 地方版IoT推進ラボ

 令和元年度地域中核企業ローカルイノベーショ
ン支援事業

 情報セキュリティ



北海道経済の課題
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538万人
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156万人

61万人

推計値実績値
(人）

資料：地域経済分析システム（RESAS）人口マップ 国勢調査５年毎の実績値（1960～2015年）、国立社会保障･人口問題研究所５年毎の推計値（2020～2045年）
※RESASとは、内閣官房及び経済産業省が、地方自治体等の様々な取り組みを情報面から支援するため、2015年4月より提供しているシステム。

北海道の人口推移
（ 1960～2015年＝地域経済分析システム（RESAS）人口マップ、 2020～2045年＝国立社会保障･人口問題研究所）

※138万人減
（2015年比）

400万人

193万人

171万人

36万人

総人口

生産年齢人口（15-64歳）

年少人口（14歳以下）

老年人口（65歳以上）

 北海道の人口は1997年をピークに減少しており、2045年には総人口が400万人となる見込み。

北海道経済の課題： 人口減少
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 全産業に占める製造業の割合は、全国の約半分。
 他方、製造業に占める食料品産業の割合は全国の約３倍。
 北海道の製造業は、付加価値率が全国より低い。（全製造業、食品製造業とも）

１次産業
4.4%

製造業
10.4%
鉱業・建設業

7.2%
３次産業・その他サービス

78.0%

１次産業
1.1%

製造業
20.9%

鉱業・建設業
5.6%

３次産業・その
他サービス
72.3%

食料品
36.8%

パルプ・紙・
紙加工品

9.0%
化学
3.5%

石油・石炭
製品
9.1%

はん用・生産用・
業務用機械
3.8%

輸送用機械
6.5%

その他の製
造業
31.2%

【北海道(2015年度)】【全国(2015年)】
産業別構成比

出典：平成27年度国民経済計算（内閣府）、平成27年度道民経済計算（北海道）

食料品
12.0%

パルプ・紙・紙加工品
1.9%

化学
10.4% 石油・石炭製品

3.5%

はん用・生産用・業務用機械
14.7%

輸送用機械
16.1%

その他の製造業
41.4%

全国 北海道
食料品製造業 全製造業 食料品製造業 全製造業

付加価値率
（付加価値額／製造品出荷額等）

34.7％ 30.9％ 27.0％ 24.2％

労働生産性
（付加価値額／従業者数）

782万円／人 1,218万円／人 682万円／人 931万円／人
出典：農林水産省北海道農政事務所「北海道の農業２０１６」

北海道経済の課題： 付加価値率
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（年）北海道 全国

雇用人員判断Ｄ.Ｉ.の推移「過剰」－「不足」（％ポイント）

（資料）日本銀行、日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査」

雇用人員判断D.I.(2019.9）
全 国：▲32%ﾎﾟｲﾝﾄ
北海道：▲43%ﾎﾟｲﾝﾄバブル期

金融緩和
円安.輸出増

リーマンショック

人
手
過
剰
感

人
手
不
足
感

 2019年9月における道内企業の人手不足感は、バブル期を上回る。
（1990年11月▲39％ポイント、2019年9月▲43％ポイント）
 全国に比べ、道内企業の人手不足感が強くなっている。

北海道経済の課題： 人手不足



地域産業の⽣産性⾰命の推進
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 全国に先駆けて人口減少が進む北海道では、基幹産業である食料品製造業をはじめ、
あらゆる産業で人手不足が深刻化。また、全国に比べて一人あたりの付加価値額が低
い状況。
このため、地域中堅企業等の稼ぐ力向上や地域経済の好循環創出に向けて、道内産
業の生産性向上は重要な課題であり、ロボット、IoT、AIの導入活用が有効な対応策
の一つ。

 ただし、これらの導入活用については、
• ユーザー側においては『自社が求める仕様を明確にできない』、『自社のどこから、どの
ようなプロセスで導入を進めるべきか判らない』ため検討が進まない一方、

• サプライヤー側においては『ユーザー企業側のビジネス内容や流れが判らない』ために
具体的な提案ができない

という関連情報不足が、ロボット、IoT、AI等の生産性向上対応の障壁となっている。
 これまで、当局では北海道の基幹産業の一つである食料品製造業におけるロボット化・

AI導入によるライン化支援や、現場工程に最適なロボットシステムの構築に向けたSIer
の育成等の取組を展開。
今後、こうしたロボット、IoT、AI導入支援につき、産業特性を考慮の上、他産業にも戦
略的に展開、裾野を広げることにより、地域経済を支えるものづくり産業をはじめとした道
内産業の生産性向上を強力に推進する。
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「食料品製造業」は、我が国の製造業で最大の産業規模を占める一方、労働生産性は最も低い値に留まってい
る。また、全産業で人手不足が深刻化する中、労働集約的な産業形態が未だ多く存在する食料品製造業は、深
刻な労働力不足の課題に直面。
平成29年度に当局が実施した調査の結果、食料品製造業では今後ロボット導入の余地が大きく、生産性向上が
喫緊の課題であるものの、「ロボット導入を検討するために必要な基礎情報の不足」、「食料品製造業・ロボット関
連企業間の相互の理解不足」、「ロボット導入検討に向けた環境整備の遅れ」が、食料品製造業が生産性向上を
実現する上での障壁となっていることが分かった。

課題・背景

情報発信
の強化

ロボット・IoTセミナー・展示商談会の開催
道内各地で、先進的取り組みを実践する全国のロボット・IoT関連企業の事例紹介やシステムの展示等を行うセミナー・展示
商談会を複数回開催。生産性向上に対する食料品製造業側の理解向上・導入検討を促進。

アドバイザー
育成

スマートものづくり応援隊事業
生産性向上に課題を抱える中小企業に対し、カイゼン・ロボット・IoT活用に関するアドバイスができる専門家人材（スマートも
のづくりアドバイザー）を育成。

道内食料品製造業における、ロボット・IoT・AI活用による生産性向上に向けた取組みを加速化。
30年度中、500件以上の商談、10億円以上の投資案件を創出。

機械・IT関連企業等を対象に合計61時間の講習・実習を実施し、22名の食関連産業SIerを育成。

これまでの取組み・成果

支援環境
の整備

ロボットセンター「ROBOLABO」の整備
ロボット導入促進に向けた環境整備のため、道内初となるロボットセンター「ROBOLABO」を、北海道立総合研究機構 工業
試験場内に整備（2018年11月開所）。

金融機関との連携体制の構築
生産性向上に課題を抱える道内企業に対する支援を強化するため、北海道銀行・北洋銀行との連携体制を構築。

当局におけるこれまでの取組み
課題・背景
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 労働集約的な産業形態が未だ多い食料品製造業は、深刻な労働力不足の問題に直面。
 北海道の基幹産業である食料品製造業の生産性向上を促進していくため、ロボット・IoT・AI等
の先端技術の活用を総合的に支援する活動を、全国に先駆けて展開。

【ロボット】 ロボット導入の促進 ～食料品製造業の生産性向上に向けて～

○導入検討に必要な情報発信、商談機会の創出・拡大のた
め、「生産性向上フォーラム」、「実機の展示」、「ロボット・IoT
ワールド」（商談会）を開催。

○製造現場内の課題の洗い出し、解決策の提示を実施する、
ロボット・IoT・カイゼンの専門家チームの派遣「スマートものづく
り応援隊」を本年から本格スタート。

１．これまでの動き

２．2019年の取組

○ロボット導入に関する理解・関心を促進するため、ロボットをテー
マとしたセミナー・展示会・商談会を開催（商談数：500件以
上、10億円以上の投資案件を創出）

○ロボット導入促進に向けた環境整備のため、道内初となるロボッ
トセンター「ROBOLABO」を、北海道立総合研究機構 工業
試験場内に整備（2018年11月開所）

「ロボット関連情報」
の発信強化

（理解・関心の促進）

検討段階における
サポート

導入段階における
サポート

地域金融機関と連携した情報発信
 地域企業との膨大なネットワークを持つ地
域金融機関と連携。人手不足に悩む企
業に対し、情報提供・課題解決等の支援
を実施。

 金融機関との連携により、セミナー・展示
会・商談会等による情報発信を実施。

スマート化インストラクターの育成・派遣
 中小企業の製造現場のスマート化・生産
性向上を実現するため、ロボット・IoT・カイ
ゼンの専門家を育成・派遣（スマートもの
づくり応援隊事業）。

 製造現場の課題の洗い出し、解決策の
提示を行う専門家派遣を、本年6月から
本格スタート。

ロボットセンター「ROBOLABO」
 道内初のロボットセンター／実証ラボとして
北海道立総合研究機構工業試験場内
に整備（2018年11月開所）。

 ロボット実機を活用した事前テストや、人
材育成のための実機研修など、ロボット導
入段階の課題解決を総合的にサポート。先端技術の活用による

生産性向上の実現

(公財)北海道科学技術総合振興センター 北海道職業能力開発大学校
北海道立総合研究機構 工業試験場

連携機関
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【ロボット】 ロボット導入の促進 ～食料品製造業の生産性向上に向けて～

『食関連産業SIer育成講座』(7～9月)

開催期間：7月17日～9月20日
育成数：ベーシックプログラム24名、アドバンスプログラム12名

『ロボット・IoTワールド』(11月)

日程：11月7日(木)、8日(金)※時間調整中
場所：アクセスサッポロ

『食品産業生産性向上フォーラム』（8月）

旭川会場：8月7日（水）13:00～17:00 旭川トーヨーホテル
札幌会場：8月8日（水）13:00～17:00 ホテル札幌ガーデンパレス

「ロボット関連情報」
の発信強化

（理解・関心の促進）

検討段階における
サポート

我が国における
食品対応SIer
の強化・育成
（環境整備）

令和元年度 「地域中核企業ローカルイノベーション推進事業」 [実施機関：北海道科学技術総合振興センター］

令和元年度 「中小企業経営支援等対策費補助金(スマートものづくり応援隊事業)」 [実施機関： 北海道科学技術総合振興センター］

『アドバイザー派遣事業』（通年）

[実施機関：経済産業省北海道経済産業局］

『食品対応SIerの育成を目的とした欧州ミッション』(9月)

深刻化を極める労働力不足、2020年に義務化を控えるHACCPへの
対応を見据え、生産性向上等事例やノウハウを提供する「セミナー」、
全国のロボット・IoT関連企業による「展示・商談会」を開催。

人手不足に悩む食料品製造業等を対象に、ロボット・
IoT機器の実機展示、ビジネスマッチング、講演会を実施
（第33回ビジネスEXPOと同時開催）。

食品製造現場の省力化・効率化を図るため、ロボット・IoT導入
とカイゼン活動を支援できるインストラクター人材を育成する講座
を実施。

「生産性向上に取り組みたいが、何から手をつけていいのか分から
ない」といった中小企業に対し、ロボット・IoT・カイゼンの専門家に
よるアドバイザーチームの無料派遣。本年6月から本格スタート。

製造現場における課題の洗い出し、解決策の提案を実施。

中小企業に対しロボットシステムの提案・設計を行う「ロボットSIer(システムインテグレータ)」企業が圧倒的に不足。
特に食料品製造業分野は、柔軟物の取扱いや、衛生面や高温多湿環境下での対応など、ロボット技術以外にも業界固有の対応ノウハ
ウが必要となることが大きな障壁となり、全国的に参入が進んでいない。

これら課題を解決するため、食品分野への新規参入・スキルアップを目指す全国のロボットSIer企業(11社予定)を対象に、食品分野のス
マート化の先進地域である欧州へのミッションを実施。我が国における食品対応SIerの強化・育成を推進する。
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 IoT導入・知財活用に対する理解・関心の促進を目
的に、道内中小製造業を対象に「中小企業のための
ゼロから始めるIoT導入セミナー」(7月11日)を開催。

 全国のIoTツール、②IoT・ロボット導入事例を展示・
情報発信する「IoT・スマートものづくり応援ツール展
示会2019」(7月25日)を開催

【IoT】 IoT導入トータルサポートプロジェクト ～中小製造業の「ゼロからのIoT導入」を支援～

 道内中小製造業のIoT導入の取組みは、「自社のどこから、どの様なプロセスで導入を進めるべき
か」といったIoT導入についての情報不足を要因の一つとして、自動車・電子部品を基盤産業とす
る道外地域と比べ、遅れている状況。

 このため、札幌市との連携の下、IoT導入に向けた課題の洗い出しから導入計画の策定、現地に
おけるフォローアップ、知財戦略の構築まで、中小製造業のゼロからのIoT導入・知財活用を支援
する「IoT導入トータルサポートプロジェクト」を今年度から新たに開始。

IoT導入に対する
理解・関心の促進

導入事例の
創出支援

新たに取り組む
企業の創出

導入事例やIoTツールの情報発信

ワークショップ、IoT診断
 新たにIoT導入に取り組む道内企業（ものづくり・食
品など）を対象に、ワークショップを開催。

 中小企業の製造現場のスマート化・生産性向上実
現に向け、ロボット・IoT・カイゼンの専門家を派遣

成果報告イベント
 企業のIoT導入・知財活用の取り組みを促進するた
め、ワークショップ参加企業による事例報告イベント
「IoT×知財活用フォーラム」(来年2月3日)を開催。

○道内中小製造業における「IoT導入に向けた取り組み」を
拡大させていくためには、身近な導入事例の創出が必要。

○まずは、IoT導入に対する理解・関心を促進していくため、
IoT導入ノウハウの提供を目的とした「セミナー」、「IoTツー
ル展示会」を、それぞれ7月に開催。

○そして、IoT導入に新たに取り組む企業の活動を、伴走型
で支援する「IoTワークショップ・専門家派遣」を、今年度か
ら初めてスタート（8月27日から実施）。

○更には、札幌市「IoT導入補助金」とも連携し、IoT導入に
対する補助を実施するほか、今年度IoT導入に取り組んだ
道内中小製造業による成果報告イベント（来年2月予
定）を開催し、次にIoT導入に取り組む企業に対し、導入
に向けて必要な情報提供を行っていく。

2019年の取組

 「製造業×IoT導入スモールスタートモデル創出補助
金」により、札幌市内・連携市町村の中小製造業者
を対象に、IoT導入費用を補助

IoT導入補助 [札幌市]
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 地域産業における生産性向上への対応が喫緊の課題となっている中、今年度、先行して支援してい
る食料品製造業に続けて裾野を広げ、『どの業種の、どのような活用ニーズがあるか』を見極め、道内
産業における産業・業種別の生産性向上モデルを検証するほか、各業種の現場課題・ニーズを分析
すること等により、ロボット、IoT、AI等を活用した道内産業における生産性向上の実現に向けた戦略
を策定する。

道内状況 地域産業生産性向上・支援戦略策定－Connected Industry実装化に向けた戦略策定－

製造現場は各種制御機器で構成され
つつも、各データの見える化、連携活用
の余地あり。 ↓

生産性向上の余地あり

【戦略策定】 ロボット、IoT、AI等を活用した地域産業の生産性向上の実現
～Connected Industry実装化に向けた戦略策定～

 ユーザー（地域産業側）
『自社のどこから、どのようなプロセ
スで導入を進めるべきか』判らず、
検討が進まない。

 サプライヤー（提供側）
生産性向上のオーダーを受けて初
めて対応すべき内容が具体化す
るため、ニーズが掴みづらい。

ギャップ
発生

ロボット、IoT、AI等の生産性向上対応
は一部の企業に留まる

道内産業における生産性向上の実態
 第二次産業を対象として、生産性向上（機械化・IT化、ロボット、IoT、AI等）
への対応状況、今後の導入に向けた具体的ニーズ及び課題等を把握。

生産性向上モデル
 アンケート・ヒアリング調査を踏まえて、各業種における作業工程別の課題・ニーズ
等を整理するとともに、各業種の生産性向上に係る導入効果（労働力、コスト等
への影響）を分析し、当該分野の生産性向上における展開可能性（効果）を
検証。

生産性向上に
向けた地域産
業の実態把握

 公設試験研究機関、金融機関等との連携の上、生産性向上を目指す地
域企業を後押し。

 地域経済の活性化や産業特性等、複数の観点から検討の上、道内において
• 生産性向上に取り組むべき優先度の高い業種や工程（プロセス）、
• 導入可能性のある技術

などを顕在化させ、北海道地域産業における生産性向上に向けた戦略を策定。

地域産業生産性向上・支援戦略の策定

戦略策定と
展開

Connected Industryの実装へ



北海道から新産業を創出『NoMaps』



【IT・先端技術】北海道から新産業を創出 『NoMaps（ノーマップス)』
 「NoMaps」は、北海道における新事業創出等を目的に、先端テクノロジーの実証実験やカンファレンス、音
楽イベント、映画祭などを融合した民間主体のビジネスコンベンション。

 当局では、先端技術・トップIT人材の活用を目指す取組やスタートアップ向けのピッチコンテスト等を実施し、
道内における起業や新事業創出等を促進。

2016年から毎年10月札幌で開催。
2018年は約1週間で100超の事業・イベントを実施し、延べ
2万人以上が参加。2019年は釧路にも拡大。

当局とNoMapsの支援により道内コンビニとの実証実験を行った
未踏IT人材が、2019年にロボットアプリを開発する「(株)まずみ
る」を起業。

宇宙、AI、ブロックチェーン等、新たなビジネ
スのテーマを議論

音楽ライブや国際短編映画祭、VR・ドロー
ン体験など

１．NoMaps概要 ２．NoMapsの成果事例

NoMapsを契機に、公設試と地域企業によるサクラマス陸上養殖の
共同研究が本格化(稚内)。
当局は「地方版IoT推進ラボ」として選定・支援。

カンファレンス

イベント

実証実験

自動運転車の走行実験等、地域課題の解決に
向けた先端技術の実証

交流

カンファレンスに登壇するキーパーソンとの交流会
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地方版IoT推進ラボ
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令和元年度
地域中核企業ローカルイノベーション支援事業
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事業名 申請者 法人番号
国内初の海外コントラクト家具市場獲得モデルケース
創出事業
～サプライチェーン企業が一体となった旭川家具ブランド
の挑戦～

株式会社北海道二十一世紀総合研究所 6430001009859

海外「食」ニーズへの戦略的対応に向けた北海道内の
連携力強化事業 株式会社北海道二十一世紀総合研究所 6430001009859

北海道スポーツ関連ビジネス創出事業 株式会社北海道二十一世紀総合研究所 6430001009859

北海道AIビジネス創出プロジェクト フュージョン株式会社 7430001015237

北海道発スマート農業ビジネス拡大に向けたネットワー
ク構築事業 株式会社道銀地域総合研究所 7430001028940

道内製造業の技術力を活かした次世代自動車関連
部品等への参入支援事業

株式会社道銀地域総合研究所 7430001028940

「北海道航空ビジネス検討会」の活動を基盤とした航
空機産業分野参入拡大プロジェクト 一般社団法人北海道機械工業会 7430005000953

「Connected Industries」を具現化する、食関連産
業スマート化推進事業 公益財団法人北海道科学技術総合振興センター 7430005010358

北海道発健康関連産業支援プラットフォームの構築と
販路開拓支援 公益財団法人北海道科学技術総合振興センター 7430005010358

令和元年度 地域中核企業ローカルイノベーション支援事業採択事業一覧（北海道地区）
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情報セキュリティ

 北海道地域情報セキュリティ連絡会（HAISL）

 Hardening Project
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 会 員：
企業、団体、大学、官公庁など45機関（2019年11月時点）

 役 員：
会 長 北海道大学情報基盤センター 教授 髙井 昌彰
副会長 一般社団法人北海道IT推進協会 副会長 河瀬 恭弘

（アイ・ティ・エス(株) 代表取締役）
北海道セキュリティ勉強会 副代表 三谷 公美

（一般社団法人LOCAL 代表）
一般社団法人テレコムサービス協会北海道支部 会長 佐々木 浩一

（NECソリューションイノベータ株式会社 北海道支社長）

 事務局：
①北海道総合通信局 情報通信連携推進課（サイバーセキュリティ室）
②北海道経済産業局 製造・情報産業課
③北海道警察 サイバーセキュリティ対策室

昭和35年 旭川市生
昭和63年3月
東北大学大学院工学研究科
情報工学専攻博士課程修了

平成元年10月～
北海道大学講師、助教授を経て
平成15年4月
北海道大学情報基盤センター教授
平成16年4月
情報基盤センター副センター長
平成23年4月
北海道大学情報基盤センター長

(～平成31年3月)
平成31年4月～ 現職

北海道大学情報基盤センター
情報ネットワーク研究部門

教授 髙井 昌彰

【主な略歴】

北海道地域情報セキュリティ連絡会（HAISL：Hokkaido Area Informaition Security Liaison）

 サイバー空間における脅威が増大し、情報セキュリティ対策の重要性が高まる中、産学官が保有
する幅広い情報を共有するとともに、これらの情報を広く道民に発信することにより、道民の情報セ
キュリティ意識の向上等を図ることを目的に、北海道経済産業局・北海道総合通信局・北海道
警察の3機関を事務局として平成26年9月に発足。
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Hardening Project
「Eコマース企業」 への「ハッカー集団Kuromame6」からのサイバー攻撃！

全ビジネスユニットの力で8時間衛り抜き、ビジネスを救え！

～令和初開催の第14回目を道内初となる札幌市で始動～

北海道初開催！

主催：PMO Web Application Security Forum (WASForum)
共催：北海道地域情報セキュリティ連絡会（HAISL）
後援・協力：北海道総合通信局、北海道警察、北海道経済産業局
特別協賛：国立研究開発法人情報通信研究機構
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Hardening 競技
情報、人、リソースを駆使し、不測の事態に対応していく過程で個や集団の強さを試み、生み出す競技会

StarBEDクラウドサーバーで競技のための仮想空間を実現 リアルタイムな熱戦の可視化

Hardening Day 朝：開催地との一体感のある幕開け – 現実のリスクを垣間見る、注目が集まる日

攻撃対応・カイゼン・人事異動・記者会見・役員説明などリアルな修羅場

仕入れと販売など顧客対応のビジネスを推進

不足する技術は、支援・アドバイス・製品導入などの施策を活用可能

午後には見学・体験ツアーも計画中！

Softening Day 実践経験を集約・健闘を讃える – 会場、インターネット配信により注目が集まる

全ての参加チームが経験した内容や対応方法について発表

攻撃側からの解説・支えている技術についての講演

各種表彰・総合優勝・ビジネスユニット単位の表彰・講評

Networking 夕：健闘をたたえ合い、信頼できるネットワーク・仲間づくりの場

ライブ中継も予定！

http://starbed.nict.go.jp/index.html

相次ぐサイバー攻撃対策の技術者をどう育成するか

http://starbed.nict.go.jp/index.html


3.経済産業省予算等
令和2年度概算要求（一部平成30年度補正含む）他
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中小企業経営強化税制：
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中小企業が新規に設備を取得した場合、「法人税※の即時償却または控除」が受けられます。
※個人事業主の場合には所得税



情報セキュリティサービス審査登録制度

71



情報セキュリティサービス基準適合サービスリスト
こんなことでお悩みではありませんか？

？

？

？

？

フォレンジックＡ社

フォレンジックＢ社

監視・運用Ｃ社

監視・運用Ｄ社

どこにどんな
サービス事業者がいるの？

信頼できるサービス事業者に
お願いしたい！

『情報セキュリティサービス基準』

審査登録機関

参照

サービス提供事業者

②審査①審査申請

確認 ②作成

基準適合
サービス
リスト

エンドユーザー
（企業等）

ＩＰＡ

(*1) 経済産業省が策定した「情報セキュリティサービスに関する審査登録機関基準」に適合していることをIPAが確
認した機関を指します。
(*2) 各サービスが情報セキュリティサービス基準に適合するか否かの審査・判定は、各審査登録機関がその責任に
おいて実施します。この審査・判定にIPAは何ら関与しておりません。なお、リストに掲載されるためには、事業者
からIPAに対して誓約書の提出が必要です。

③台帳登録

①参照

リストの詳細、活用方法は裏面をご覧ください⇒

情報セキュリティサービス基準適合サービスリスト
本リストは、経済産業省が策定した「情報セキュリティサービス基準」への適合性を審査登録機
関(*1)の審査によって認められ、各機関の登録台帳に登録された事業者の情報セキュリティサー
ビスについて、IPAが一覧にしたもの(*2)です。

選定時に
活用

http://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/shinsatouroku/touroku.html


下記4つのサービス分野の119サービスが登録（2019年10月時点）
①脆弱性診断サービス（47サービス）

ア）Webアプリケーション脆弱性診断
イ）プラットフォーム脆弱性診断
ウ）スマートフォンアプリケーション脆弱性診断

②セキュリティ監視・運用サービス（30サービス）
ア）マネーシドゼキュリティサーヒズ（セキュリティインシテン゙ト又はその予兆の検

知、防御を目的とするものをいう。）
イ）セキュリティ監視サーヒズ（セキュリティ製品が出力するロクの゙分析、通知、

レポート提供を継続的に提供するものをいう。）
ウ）マネーシドゼキュリティサーヒズやセキュリティ監視サーヒズを包含する複合的

なサーヒズ
③情報セキュリティ監査サービス（25サービス）
④デジタルフォレンジックサービス（17サービス）

ア）機器や記録テバイ゙スを対象とするテジ゙タルフォレンジックによる調査
イ）テジタルフォレンジックによる調査に付帯する訴訟支援及び電子証拠開示対応
（ｅティ゙スカハリ゙）等のサーヒズ

＜活用方法＆ユーザーメリット＞
• 自社のニーズにマッチした情報セキュリティサービスを見つける
• 地元の情報セキュリティサービス事業者の発掘
• 一定の技術及び品質管理要件を満たしたサービスの選択
• 業界団体内で推奨事業者リストとして活用

IPA 基準適合サービスリスト 検索

情報セキュリティサービス基準適合サービスリスト
https://www.ipa.go.jp/security/it-service/service_list.html

本リストへ登録希望のサービス事業者の方は、下記サイトより申請ください。
https://sss-erc.org/

お問い合わせ先：
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）セキュリティセンター
Email: isec-info@ipa.go.jp
https://www.ipa.go.jp/security/it-service/service_list.html

mailto:isec-info@ipa.go.jp
https://www.ipa.go.jp/security/it-service/service_list.html
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